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内部通報担当者が知っておくべき 
社内調査実務の基礎  

講師 土屋
つ ち や

 佑
ゆう

貴
き

氏 
弁護士法人 大江橋法律事務所 

パートナー弁護士 

販売期間 ２０２４年９月３０日（月）まで 
（２０２４年６月６日（木）収録：約２時間） 

      
■このセミナーは収録したセミナーを動画配信でご視聴いただけます。視聴期間は 2 週間です。 
■参加費をお振込みいただいた後に、視聴ページ URL とログイン情報をメールでお送りします。 

ホットライン、ヘルプライン、相談窓口など名称は様々ですが、多くの企業において、いわゆる内部
通報窓口を設置しているものと思います。2022 年の公益通報者保護法の改正や、内部通報制度の機能
不全が指摘される企業不祥事への注目もあり、これまで以上に内部通報制度に対する関心が高まってい
ます。 

しかしながら、「これまで全くなかった通報が突然窓口に届いたが、どう対応すれば良いか分からな
い」、「人事異動で内部通報担当者となったものの、調査ノウハウの引継ぎはなく、どう調査を進めれば
良いか分からない」といったご担当者も多くいらっしゃることと思います。実際に調査にあたる方々か
らも、通報者・被通報者への対応が悩ましい、どういった場合に事実を認定し評価すればよいのか分か
らない、といったお悩みをよく耳にいたします。 

他方で、「最近内部通報窓口を設置したは良いものの、これまで全く通報がない」というご相談も企
業の皆様から良くいただくところです。 

そこで、本セミナーでは、マスコミ等で大々的に報じられる大きな企業不祥事ではなく、日々の内部
通報担当者の皆様の業務に焦点を当て、ハラスメントその他の人事労務関係を中心とした日々の内部通
報に対する対応実務の基礎について、ケーススタディを交えながら分かりやすく解説するとともに、内
部通報窓口の活性化のための施策についても解説いたします。  
 

１. 内部通報制度とは？ 

• 内部通報窓口とは何か／公益通報者保護法との関係・留意点 

２. 調査計画の策定 

• 何をどこまで誰が（社内か弁護士か）どのような調査を行うのかの判断 

３. 調査の実施 

• 客観的な資料の収集・検討／関係者ヒアリングの準備・実施 

４. 調査報告書の作成 

• 収集資料・ヒアリングを踏まえた検討（事実認定・法的評価のポイント） 

• 調査報告書に記載すべき内容 

５. 調査完了後の対応 

• 関係者に対する処分等／再発防止策の策定・実行 

• 通報者へのフィードバック 

６. 内部通報窓口を活性化するために 

本セミナーにつきましては、法律事務所ご所属の方のお申し込みはご遠慮願います。  

【講師紹介】 
2010年慶應義塾大学法学部法律学科卒業、2012年慶應義塾大学法科大学院修了、2013年弁護士登録。危機管理、内部通報体制整備・運用、Ｍ＆Ａ、コーポ

レート・ガバナンスに関する案件を中心に広く企業法務全般を取り扱う。これまで多数の企業の不正・不祥事に関わる第三者委員会による調査や社内調査に
従事・関与し、内部通報体制の整備・運用をサポートしている。 
近時の主な執筆として「改正公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用」（2022年・2021年）、主なセミナーとして「実務担当者が知っておく

べき企業不祥事対応の基礎 〜初動対応、調査、再発防止策の実践まで〜」（2024年）、「内部通報制度に関する最新判例解説」（2023年）、「改正公益通報者保
護法・指針の実務対応概観 －2022年6月施行を見据えた内部通報体制の見直しに向けた留意点－」（2022年）等がある。 

※録音･ビデオ撮影はご遠慮下さい。 

 ■主催  金 融 財務 研究 会                     
     h t t p s : / / w w w. k i n y u . c o . j p  

 

Facebook：https://www.facebook.com/keichoken  
Twitter：https://twitter.com/keichoken05  
Blog：https:// www.kinyu.co.jp/blog/ 

 

 

 

 

アーカイブセミナー  

http://www.kinyu.co.jp/


 

 

 

 

 

 

２０２４年９月３０日（月）まで  

※収録日：２０２４年６月６日（木）【約２時間】 

 

視聴ページのログイン ID を発行後、２週間ご視聴が可能です。 

資料は、ログイン後に視聴ページからダウンロードしてご利用いただけます。 

（資料の無断複製はご遠慮ください）  

   
２７，０００円（消費税を含む）  

１社２名以上同時に参加お申込みいただいた場合、お２人目から１名に
つき２３，０００円。追加申込みの場合はその旨ご記入下さい。  
 
 
 
金融財務研究会    

ホームページ https://www.kinyu.co.jp/ 
〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 1-10-8 グリンヒルビル  

TEL 03-5651-2030  FAX 03-5695-8005 
 
 
上記ホームページの申込欄からお申し込み下さい。参加申込書を FAX 又は郵送い
ただいてのお申し込みも承ります。請求書をお送りいたしますので、下記口座にお
振込ください。クレジットカードご利用の場合は、質問欄にその旨をご連絡下さい。 

ご入金確認次第、視聴用 URL とログイン ID、パスワードをメールでお送りいた
します。（但し経理の都合等で間に合わない場合は、ご連絡いただければお待ちい
たします。）  

 

ご記入いただきました個人情報はセミナーの開催のために使用させていただきますが、漏洩などがな

いよう最善の予防、是正に努めます。詳しくは弊社ホームページをご覧ください。  

 

普通預金 口座名  (株)金融財務研究会  
 
三菱 UFJ 銀行 本   店  1642356 三井住友銀行  本店営業部  7397637 

三菱UFJ信託銀行 本   店  2818151 みずほ銀行  東京営業部  1427715 

三井住友信託銀行 本店営業部 2993982 りそな銀行  東京営業部  1693669 
 
◇クレジットカードは Visa、Mastercard、American Express、 JCB、Diners Club、

Discover がご利用いただけます。 

 
切らずにこのままお送り下さい  

  
 

内部通報担当者が知っておくべき 
社内調査実務の基礎  

【アーカイブ】  

 
参加申込書 

FAX 03-5695-8005 
 
 

２０２４年    月    日  

ご連絡・講師へのご質問等ご記入下さい   

 

弊社からのお知らせ、メルマガ

の送信を 

□受信する □受信しない 
 

講師へのメールアドレス開示に  

□同意する □同意しない 
 

クレジットカードをご利用の場

合は下記に✓を入れて下さい。  

□クレジットカード利用 

 
 

ｾﾐﾅｰｺｰﾄﾞ 769a（Law-k900769a）                     

会 社 名  

TEL 

FAX 
 
E-Mail 

所 在 地  
〒  

参加者ご氏名  部課名  

〃   〃   

〃   〃   

〃   〃   

書類送付先  

(同上の場合記入不要)    

ご担当者                   部課名  

TEL                    FAX                                    

お申込の翌日には請求書を発送しておりますが、お手元に届かない場合は、弊社までご連絡下さい。 

販売期間

日  

参 加 費 

申 込 先 

申込方法 


